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と国民国家建設の「現実」との間で試行錯誤
する現在のラオスの姿を描いている。

理想と現実
山田紀彦編 2011年　354p.　4,725円

594
新興諸国における高齢者生活保障制度 本書では，新興諸国における高齢化に関する

諸政策に焦点を当て，それがいかなる性格の
ものであるのかを批判的社会老年学を切り口
として解明を試みている。

批判的社会老年学からの接近
宇佐見耕一編 2011年　273p.　3,570円

593
朝鮮社会主義経済の理想と現実 ベルリンの壁崩壊とともに「北朝鮮崩壊」論

が唱えられるようになって20年以上経った今
もしぶとく生き残っている朝鮮社会主義経済。
現地発の一次資料によって実態に迫る。

朝鮮民主主義人民共和国における産業構造と経済管理
中川雅彦著 2011年　237p.　3,150円

592
グローバル競争に打ち勝つ低所得国 低所得国であるバングラデシュやカンボジア

は，グローバル競争に負けるしかないのだろ
うか。現代の低所得国がどのようにして経済
発展や貧困削減を遂げられるかを考える。

新時代の輸出指向開発戦略
山形辰史編 2011年　237p.　3,150円




